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　農地を売買、贈与あるいは賃貸借等によりその権利を取得する場合には、農地法第３条による許可が必要です。許可を受けるためには次のような一般的な基準が定められております。
　
　
１．農地の権利を取得しようとする方は、農作業に常時従事しなければなりません。
２．新たに取得又は賃借しようとする農地の周辺地域との調和を図り、営農保全活動、農業施設の管理への協力など支障を生じないようすることが必要です。
３．現所有の農地を耕作すると認められない場合は許可できません。農地を貸している場合、遊休農地化、耕作放棄地の場合がこれに該当します。
４．農業経営状況、営農計画や、住所地から農地までの距離（通作距離）等からみて、効率的な耕作が認められない場合は許可ができません。遊休農地の防止、農地の生産性の低下、その地域における農地の集団性の分断等、効率的な利用の妨げとなるためです。
